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認証基準（学校教育法等）と申請内容との対比表（大学基準協会【短期大学 （案）】）

認証の基準 申請者の申請内容

１．大学評価基準 （１）大学評価基準が、学校教育法及び大学設 別添資料のとおり。
及び評価方法が 置基準等に適合していること。
認証評価を適確
に行うに足りる （２）大学評価基準において、評価の対象とな ○ 短期大学基準において以下の通り規定している。
も の で あ る こ る大学における特色ある教育研究の進展に資
と。 する観点からする評価に係る項目が定められ １．理念・目的・教育目標

ていること。 短期大学は、各大学の理念に基づき適切な目的を設定するとともに、教育目標を明確
にしなければならない。
＜解説＞

短期大学は、深く専門の学芸を教授研究し、職業または実際生活に必要な能力を育成
することを主な目的としている。各短期大学は、こうした一般的目的を踏まえて、それ
ぞれの理念に基づき、適切な目的を設定しなければならない。その際、社会や時代の変
化の中で自らの個性や特徴を一層明確にし、自ら掲げる目的には、こうした個性や特徴
を充分反映させる必要がある。

また、学科および専攻科は、一般的目的を視座に据えて、当該短期大学の設立趣旨や
理念、さらにはそれぞれを構成する専攻領域等の特性に基づき、目的・教育目標を明確
に定めるとともに、その中でいかなる人材を育成しようとするのかを具体的に明示しな
ければならない。それらは、適切な方法で教職員、学生を含む学内の構成員に浸透させ
ると同時に、受験生を含む社会一般の人々に対しても明らかにする必要がある。

短期大学および学科・専攻科において設定された目的・教育目標は、社会的要請の変
化等を視野に入れながら、その適切性を不断に検証することが求められる。

（３）大学評価基準を定め、又は変更するに当 ○ 基準の設定及び改善に関する規程第４条４項において「第１項から第３項に規定する
たっては、その過程の公正性及び透明性を確 基準の改善に際しては、適切な方法で広くこれを開示し、意見を聴取する」と規定して
保するため、その案の公表その他の必要な措 いる。
置を講じていること。

（４）評価方法に、大学が自ら行う点検及び評 ○ 短期大学認証評価に関する規程において以下の通り規定している。
価の結果の分析並びに大学の教育研究活動等
の状況についての実地調査が含まれているこ 第２章 短期大学評価
と。 第３条 短期大学認証評価は、短期大学基準および主要点検・評価項目に基づいて作成

された点検・評価報告書、その他の書類の評価、及び実地視察を通して短期大学を総
合的に評価する。
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第８条 短期大学評価分科会は、短期大学評価委員会の委嘱に基づき、教育研究組織、
教員組織、教育課程、施設・設備、事務組織、教育研究活動等について、書面審査と
実地視察を通じて評価を行う。

２ 短期大学財務評価分科会は、財務について、書面審査と実地視察を通じて評価を行
う。

（５）法第六十九条の ①教育研究上の基本とな ○ 短期大学基準において以下の通り規定している。
三第二項の認証評 る組織に関すること。
価（大学の教育研 ２．教育研究組織
究等の総合的な状 短期大学は、理念・目的・教育目標を踏まえて、適切な教育研究上の組織を整備しな
況の評価）にあっ ければならない。
ては、大学評価基 ＜解説＞
準が、右に掲げる 短期大学は、理念・目的に基づいて適切な学科、専攻科、研究所等の教育研究組織を
事項について認証 設置し、これらが目的・教育目標を達成する上でふさわしい組織構成であるかを、適宜
評価を行うものと 検証しなければならない。
して定められてい
るものとする。 ②教員組織に関するこ ○ 短期大学基準において以下のように規定している。

と。
８．教員組織

短期大学は、十分な教育研究を行うために、適切な教員組織を整備しなければならな
い。
＜解説＞

（１）教員組織
短期大学・学科・専攻科等は、その目的・教育目標を達成するために、教育課程の種

類および規模に応じ、教育上必要な内容と規模の教員組織を設ける必要がある。教育課
程を展開していく上で主要と見なされる科目には専任教員を適切に配置するとともに、
兼任教員については、適切な数の専任教員を備えた上で必要に応じて置くことが望まし
い。適切な教育研究体制を維持するとともに、その一層の充実を期するために、専任教
員の年齢構成を適正に保つことも重要である。

また、短期大学・学科・専攻科等は、学生が有機的・体系的に学修できるように、各
授業科目の担当教員間の連絡調整を密にするための措置をあらかじめ講じておく必要が
ある。

さらに、実験・実習を伴う教育、外国語教育、情報処理関連教育等を効果的に実施す
るためには、その教育を支援する要員の適切な配置等、学生の学習活動の向上を図るた
めの人的体制を確立することが必要である。

（２）教員の任免、昇任等と身分保障
教員の募集に際しては、広く国内外に人材を求めて人事の活性化を図り、教員の任免

・昇任については、教育研究能力の実証を基本とする明文化された基準と手続きに従
い、公正かつ適切に行わなければならない。また、教員の資格判定にあたっては、人
格、国内外における教育業績、研究業績、関連分野における実務経験等を十分に考慮す



- 3 -

る必要がある。
教員には、教育研究活動を全うするため、その職責にふさわしい地位・身分が保障さ

れると同時に、適切な待遇が与えられなければならない。これは任期制度を導入する場
合においても同様である。

（３）教員の教育研究活動の評価
学科等においては、その教育課程の種類・内容等にふさわしい教育研究上の能力を有

する教員を置くとともに、教員の教育研究能力の向上を図るために様々な評価法を開発
し、これを活用の上、評価結果を公表する必要がある。評価にあたっては、各教員の教
育研究上の実績、研究成果の発表状況、学会活動、国内外の共同研究や国際プロジェク
トへの参加状況、学外での社会的活動の実状等、多面的な評価が望まれる。

③教育課程に関するこ ○ 短期大学基準において以下の通り規定している。
と。

３．学科・専攻科の教育内容・方法等
短期大学は、理念に基づき、目的・教育目標を達成するために、適切な教育課程を体

系的に整備し、教育効果が十分にあがるよう、教育内容・方法等の改善に努めなければ
ならない。
＜解説＞

（１）教育内容等
教育課程では、理念・目的を達成するための具体的な教育目標に照らし、学問の体系

性等も考慮した上で、各学科、専攻科ごとに学生の視点に立った特色ある教育課程を適
切に整備しなくてはならない。教育課程の編成にあたっては、国際化や情報化の進展等
にも留意して幅広い教養と専門知識が身に付くよう、バランスよく必修・選択科目を配
置することが必要である。こうした教育課程により、課題解決能力、コミュニケーショ
ン能力、プレゼンテーション能力、総合的な判断能力等、職業および生活に必要な能力
を醸成するとともに、豊かな人間性と高い倫理観を持った人材を育成していくことが求
められる。

また、すべての学生が、短期大学で行われる専門的な高等教育のレベルに見合った能
力を保有するよう、推薦入学等による早期入学決定者に対する入学前教育や入学後の導
入教育を行うなど、目標とする人材育成に向けた教育を効果的に行うことが求められ
る。

教育課程においては、各授業科目の特徴、内容、履修形態、学生に求められる予・復
習時間等を考慮した上で単位計算を行い、単位制のもつ本来の趣旨に十分留意しなが
ら、教育の成果に即して単位を認定する必要がある。

さらには、社会人や外国人留学生等、多様な学生に対し、円滑な学修が行えるよう、
教育課程や履修方法における教育上の配慮が求められる。また、リカレント教育や社会
のニーズに応じた教育プログラム等を実施するなど、生涯学習への対応が望まれる。

（２）教育方法等
短期大学は、その教育効果を十分に発揮するために、教育方法の改善に多面的な努力

を払う必要がある。
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教育効果をあげるためには、履修指導によって学生の学習意欲を促進するとともに、
適切な履修ができるよう導かなければならない。また、学習の活性化を図るために毎年
度シラバスを作成し、授業科目ごとに、学習目標、授業方法、授業計画に加え、予習の
指示や成績評価基準、オフィスアワー等を明確にしなければならない。

教育の質を確保するためには、授業形態に即した授業方法の開発や厳格な成績評価を
行う必要があり、学生が予・復習をもとに授業科目において十分な学習成果が得られる
よう、履修科目登録に上限を設けることも重要である。

また、教育方法を向上させるためには、教員個人の授業内容・方法への改善努力はも
ちろんのこと、学生による授業評価の有効な活用、研修会の開催等、ファカルティ・デ
ィベロップメント（ＦＤ）活動を組織的に行い、教員全体の教育能力の向上に努めなけ
ればならない。さらに、真摯な授業への取り組みや学生からの意見への配慮など、教員
の教育倫理向上のための適切な配慮が求められる。

このような教育活動を展開していく中で、教育効果を測定する有効な方法を開発し、
不断に検証することで、教育方法の改善に努めなければならない。

（３）国際交流
短期大学は、学生の視野を広げ、教育や研究を一層促進していくため、一定の基本方

針に基づいて国際交流に努めなければならない。そのためには、外国の大学・短期大学
等と協定を結び、互いに協力しながら交流を深めていくことが望まれる。

（４）学位授与
短期大学の重要な責務の１つである学位授与にあっては、学修の成果にふさわしい学

位を公正に授与するため、学位授与に関わる基準や卒業判定手続き等を明文化し、それ
らの適切性について不断に検証する必要がある。

④施設及び設備に関する ○ 短期大学基準において以下の通り規定している。
こ
と。 10．施設・設備等

短期大学は、教育研究を行う上で十分な施設・設備を整備し、これを適切に管理・
運用しなければならない。
＜解説＞

短期大学は、教育研究組織の規模や特性、また学生の収容定員等に応じて、学生が学
習するために必要十分な面積の校地・校舎を整備し、そこに適切な施設・設備等を備え
なくてはならない。施設・設備には、講義室、実験室の他、情報関連施設や機器等、教
育研究を行う高等教育機関として必要なものを十分に備えることが求めらる。これらは
適宜更新・充実を図り、学生の利便性やキャンパス・アメニティの向上を図るととも
に、バリアフリーの形成等にも配慮した効果的な教育研究活動が行える環境を整備する
必要がある。こうした施設・設備においては、その維持・管理の責任体制を明確にする
とともに、利用者の衛生・安全を確保するためのシステムを整備し、適切に運用しなけ
ればならない。

⑤事務組織に関するこ ○ 短期大学基準において以下の通り規定している。
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と。
９．事務組織

短期大学は、その経営と教育研究の支援のため、適切な事務組織を整えなければなら
ない。
＜解説＞

短期大学は、教育研究を円滑かつ効果的に行うために、適切な事務組織を設け、短期
大学の運営を総合的に行う環境を整備しなくてはならない。事務組織には、必要に応じ
た部署を設けて、その役割を明確にするとともに職員を適切に配置し、組織が十分に機
能するよう、人事も含めて適宜検証されることが求められる。事務職員の任免、昇任に
ついては、明文化された基準と手続きに従い、公正かつ適切に行う必要がある。

また、事務組織は、短期大学の理念・目的ならびに教育研究の趣旨に対する理解を共
有し、業務において独自性を保つと同時に教学組織と有機的に連携・協力し合い、学校
法人理事会とも適切な関係を築くことが必要である。さらに、職員研修等のスタッフ・
ディベロップメント（ＳＤ）活動等を行うことにより、事務組織を構成する職員の専門
能力を高め、組織の活性化と業務の効率化、ひいては組織全体の機能の向上を図る工夫
が求められる。

⑥財務に関すること。 ○ 短期大学基準において以下の通り規定している。

13．財務
短期大学は、十分な財政的基盤を確立するとともに、財務運営を適切に行わなければ

ならない。
＜解説＞

短期大学は、教育研究を適切に遂行するために、明確な将来計画に基づいて、必要な
経費のための財源を確保しなければならない。その際、授業料収入への過度な依存を避
け、授業料以外の財源を確保することが、教育研究水準を高度化する上で必要である。
そのため、科学研究費補助金や寄附金など、学外からの資金を受け入れるための組織・
体制を整備し、資金獲得に向けて積極的に取り組むことが重要である。また、財源は、
質の高い教育・研究を行うために、公正かつ効果的に配分・運用しなければならない。

⑦ ①～⑥に掲げるもの ○ 短期大学基準において以下の通り規定している。
のほか、教育研究活動等
に関すること。 ４．学生の受け入れ

短期大学は、理念に基づき目的・教育目標に応じた適切な学生の受け入れ方針を定
め、公正な受け入れを行わなければならない。
＜解説＞

（１）学生の受け入れ方針および受け入れ方法
短期大学・学科・専攻科等では、理念に基づく目的・教育目標に応じた人材育成を図

るために、理念・目的・教育目標を適切に反映させた受け入れ方針を定める必要があ
る。その方針に基づいて適切な体制を整え、社会的要請や教育課程との関係にも配慮し
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た、公正で透明性の高い選抜制度を整備してその運用に努めるとともに、これらを恒常
的かつ系統的に検証する仕組みを整備する必要がある。

入学者の選抜にあたっては、入学希望者が短期大学士課程の教育を受けるに足る基礎
学力を有しているか否かの確認を適切に行うことが基本となるが、入学希望者の意欲・
適性等を多面的に評価することも重要である。また、入学者選抜のための募集や方法の
公正性・透明性を確保するために、入学者選抜基準の公表ならびに入試得点の開示等、
受験生への説明責任も適切に行わなければならない。

さらに、推薦入学を実施している場合には、高等学校等との協力関係についても適切
な配慮が望まれる。

（２）学生収容定員と在籍学生数の適正化
短期大学・学科・専攻科等は、その種類・特性、教員組織、施設・設備等の諸条件を

基礎に、学生収容定員を決定するとともに、これに基づいて適正な数の学生を受け入
れ、目的・教育目標に即した教育を実施し、教育上の効果を高める必要がある。

また、退学者数が多い学科等においては、その原因を把握するとともに、適切な対応
策を講じる必要がある。

５．学生生活
短期大学は、学生が学習に専念できるよう、学生の生活支援体制と生活環境を整備し

なければならない。
＜解説＞

短期大学は、学生が学習に専念し、より良い学生生活が送れるよう、適切な環境を整
えなくてはならない。そのためには、学生への学習支援はもとより、心身の健康保持へ
の支援、就職や進学等の進路選択支援、経済的支援、課外活動への支援等を行うことが
必要である。

心身の健康保持への支援に関しては、日常生活、心身の健康や保健衛生等に関わる悩
みに適切に対処するため、カウンセラーやアドバイザーを相談室に配置する他、留年者
や不登校等の学生への働きかけ等、学生のメンタルケアに充分配慮する必要がある。ま
た、ハラスメントの防止のために、委員会の設置や規程の整備、広報活動等に努めるな
ど、学生の人権に十分配慮することも重要である。これらの支援策については、その有
効性を測る上でも、アンケート等を実施して学生の満足度を調査することが望まれる。

学生の進路選択における支援では、就職や進学のガイダンスをはじめ、卒業生の進路
データの整備や就職・進学情報の提供等を効果的に行い、学生が自分に合った進路を選
択できる環境を整える必要がある。また、学生の就職活動や進学準備では、教育に支障
をきたさないよう、制度上の工夫が望まれる。

学生の経済状態を安定させるための配慮としては、授業料の減免制度や短期大学独自
の奨学基金を設置しこれを適切に運用する他、学外の奨学金の受給に関わる相談や取り
扱い業務を充実させることが重要である。こうした経済的支援に関わる情報は、学生に
対して適切に提供していく必要がある。

さらに、集団生活を通じ学生の人格と能力を磨くための課外活動に対しては、短期大
学としての組織的な指導や支援を適切に行う必要がある。
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６．研究活動と研究環境
短期大学は、教員が適切な研究活動を行えるよう、研究環境を整備しなければならな

い。
＜解説＞

（１）研究活動
短期大学は、短期大学全体として、または学科等の組織単位ごとに教員の研究活動状

況を把握し研究業績の質を検証するためのシステムを確立して、研究活動の活性化に努
めることが必要である。また、教員が学内外の研究組織等と研究上の連携を図り、研究
活動を推進していくことも重要である。

（２）研究環境
短期大学は、教員が学術研究の進展に寄与するために、適切な研究費の制度化や、研

究室等の研究用施設・設備、研究支援スタッフ等、研究環境を整備しなければならな
い。また、研究成果を公表する機会や研修機会等を確保し、授業時間数や管理運営の面
での負担に対しても適切な配慮をする必要がある。さらに、研究上の倫理に関する審議
機関の設置等、倫理面からの研究条件の整備が必要である。

７．社会貢献
短期大学は、広く社会に貢献するために、社会との連携と交流に努めなければならな

い。
＜解説＞

短期大学は、研究成果等の情報発信に努める他、地域社会のニーズにも配慮した公開
講座やセミナー等の生涯学習の機会を提供するなど、教育研究上の成果を積極的に還元
し、社会貢献を推進していくことが求められる。また、教育研究の充実を図るために、
学外の教育研究機関、自治体、企業・団体および地域との連携も図り、積極的に社会と
の交流を促進していくことが求められる。

11．図書館および図書・電子媒体等
短期大学は、図書館に図書・電子媒体等の十分な資料を体系的・計画的に整備し、利

用者の有効な活用に供しなければならない。
＜解説＞

短期大学は、教育研究を推進するために図書館を設置して司書等の専門職員を配置
し、質・量ともに十分な図書、学術雑誌、視聴覚資料とその電子媒体等の学術情報を整
備するとともに、図書検索や調査・研究に必要な機器、備品等を備えなければならな
い。図書館には、学生閲覧室を設けて学生収容定員に応じた十分な座席数を確保し、利
用者の有効な活用に供することができるよう、開館日と開館時間にも配慮することが求
められる。

また、図書館ネットワーク等を利用してその活用の促進に努めるとともに、国内外の
他の大学・短期大学等と協力し合い、より豊富な学術情報にアクセスできるよう、シス
テムを整備することや、図書館を可能な限り地域にも開放することが重要である。
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12．管理運営
短期大学は、高等教育機関としての役割と機能を果たすため、明文化された規定によ

り適切な管理運営を行わなければならない。
＜解説＞

短期大学は、教授会、理事会等、管理運営に関わる組織を構成し、それぞれの役割や
権限等を規定で明文化した上で、理念・目的の実現に向けて適切かつ公正に管理運営を
行わなければならない。管理運営に関わる組織にあっては、学長・短期大学部長等も含
めて互いの組織が連携・協力し合い、教育研究の推進に寄与するよう努めることが求め
られる。また、学長や短期大学部長等の役職者については、その役割や権限を明確にす
ると同時に、任免の手続きを規定に従って適切かつ公正に行わなければならない。

短期大学の意思決定においては、的確な決断が民主的・効果的に行われるよう、外部
有識者を関与させるなど、適切な意思決定のプロセスを確立しておく必要がある。

14．自己点検・評価
短期大学は、教育研究水準を維持・向上させるために、組織・活動について不断に自

己点検・評価し、改善に努めなければならない。
＜解説＞

短期大学は、理念・目的の実現と教育研究水準の維持・向上のため、教育研究活動や
管理運営等を不断に自己点検・評価し、改善に努めなければならない。

自己点検・評価の実施にあたっては、教学組織と事務組織が一体となって適切な部署
や委員会等の体制を整備するとともに、評価の結果を改善に繋げるための効果的なシス
テムを確立して、定期的なサイクルで恒常的に評価活動を行う必要がある。こうした一
連の自己点検・評価活動を一層効果的なものとするためにも、学校教育法第69条の３に
定められる第三者評価（認証評価）に加え、必要に応じて外部評価を受けることが望ま
れる。また、こうした継続的な自己点検・評価活動を行う全教職員の、評価に対する理
解と認識を深める工夫も必要である。

２．認証評価の公 （１）大学の教員及びそれ以外の者であって大 ○ 短期大学の認証評価を行う組織は、短期大学評価委員会とその下に置かれる短期大学
正かつ適確な実 学の教育研究活動等に関し識見を有するもの 評価分科会及び短期大学財務評価分科会である。それぞれの組織については、以下の通
施を確保するた が認証評価の業務に従事していること。ただ り規定している。
めに必要な体制 し、法第六十九条の三第三項の認証評価（専 ○ 短期大学認証評価に関する規程において以下の通り規定している。
が整備されてい 門職大学院の評価）にあっては、これらの者
ること。 のほか、当該専門職大学院の課程に係る分野 第２章 短期大学評価

に関し実務の経験を有する者が認証評価の業 第５条 短期大学認証評価を行うために、寄附行為第25条の規定に基づき、短期大学評
務に従事していること。 価委員会を設ける。

第６条 短期大学評価委員会は、理事会の議を経て、短期大学評価分科会および短期大
学財務評価分科会を設置する。但し、必要に応じ、その他の分科会を設置することが
できる。
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○ 短期大学認証評価に関する規程細則において以下の通り規定している。
第１章 短期大学評価
第６条 「短期大学認証評価に関する規程」第６条の規定に基づきその他の分科会を設

置した場合は、短期大学評価分科会及び短期大学財務評価分科会と同様に運営するも
のとする。

第７条 短期大学評価委員会は、15名の委員を以って構成する。
２ 前項の委員のうち12名については、短期大学に所属する教職員の中から、理事会の

承認を経て、会長が委嘱する。
３ 第１項の委員のうち３名については、外部の有識者のうちから理事会の承認を経て

会長が委嘱する。
４ 委員に欠員を生じた場合、理事会の議を経て補充するものとする。但し、第３項に

定める委員の欠員補充については、第３項の定めるところによる。
５ 委員の任期は、２年とする。但し、再任することを妨げない。
６ 補欠として就任した委員の任期は、前任者の残任期間とする。

第８条 短期大学評価委員会に委員長、副委員長各１名を置く。
２ 委員長、副委員長は、委員の互選により会長が委嘱する。
３ 委員長は、短期大学評価委員会の職務を管掌する。
４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、または欠けたときは、そ

の職務を代行する。
第９条 短期大学評価委員会には必要に応じて幹事を置くことができる。幹事は短期大

学評価委員会の推薦に基づき、理事会の議を経て、会長が委嘱する。
２ 幹事は、委員長の指示の下に、短期大学評価委員会の職務に従事する。

第10条 短期大学評価委員会の委員長が本協会の理事でない場合、理事会との意見調整
を行う担当理事を置くことができる。

第11条 短期大学評価委員会は、委員長が招集する。但し、委員の３分の１以上から申
し出があるときは、委員長は委員会を招集しなければならない。

２ 委員会は、委員の２分の１以上出席しなければ開くことができない。
３ 短期大学評価委員会の決定は、出席委員の過半数をもってこれを行い、可否同数の

ときは委員長が決定する。
第12条 短期大学評価分科会は、現任の短期大学評価委員会委員、評価員登録者及びそ

の他の委員によって構成される。
２ 短期大学評価分科会の委員は、短期大学評価委員会の推薦に基づき、理事会の議を

経て、会長が委嘱する。
３ 短期大学評価分科会に主査１名を置く。

第13条 短期大学財務評価分科会の下部組織として、必要に応じ部会を設置することが
できる。

２ 短期大学財務評価分科会は、現任の短期大学評価委員会委員及びその他の委員によ
って構成される。

３ 前項の委員には、実務経験者を含む大学財務の専門家を相当数充てるものとする。
４ 短期大学財務評価分科会及び同部会の委員は、短期大学評価委員会の推薦に基づ
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き、理事会の議を経て、会長が委嘱する。
５ 短期大学財務評価分科会に主査１名を置く。
６ 短期大学財務評価分科会の主査は、理事会で選任する。

（２）大学の教員が、その所属する大学を対象 ○ 短期大学認証評価に関する規程において以下の通り規定されている。
とする認証評価の業務に従事しないよう必要
な措置を講じていること。 第10条第７項 短期大学の認証評価結果（案）は、評議員会の同意を経て、理事会が、

短期大学認証評価結果として決定する。
第11条 評価申請短期大学の関係者は、その所属する短期大学の評価に加わることがで

きない。

（３）認証評価の業務に従事する者に対し、研 ○ 短期大学認証評価に関する規程細則において以下の通り規定されている。
修の実施その他の必要な措置を講じているこ
と。 第15条 本協会は、短期大学評価委員会の委員、幹事、短期大学評価分科会の委員、短

期大学財務評価分科会の委員に対し、それぞれ適切な方法で評価の実務に関わる研修
を行うものとする。

（４）法第六十九条の三第二項の認証評価（大 ○ 現在実施している大学機関別認証評価については、加盟判定審査と相互評価に関する
学の教育研究等の総合的な状況の評価）の業 規程第５条および第18条に規定し、これに基づいて実施体制を整備している。また、審
務及び同条第三項（専門職大学院の評価）の 査・評価系の大学評価に関する業務担当に関する内規においても、それぞれの業務の実
業務を併せて行う場合においては、それぞれ 施体制を規定している。
の認証評価の業務の実施体制を整備している
こと。

（５）認証評価の業務に係る経理については、 ○ 財団法人大学基準協会経理規程において 「第５条２ 一般会計は、機関別評価に係る、
認証評価の業務以外の業務を行う場合にあっ 会計と専門職大学院評価に係る会計とする。但し、機関別評価に係る会計と専門職大学
ては、その業務に係る経理と区分して整理 院に係る会計とを区別して整理する 」と規定している。。
し、法第六十九条の三第二項の認証評価（大
学の教育研究等の総合的な状況の評価）の業
務及び同条第三項（専門職大学院の評価）の
業務を併せて行う場合にあっては、それぞれ
の認証評価の業務に係る経理を区分して整理
していること。

３．認証評価の結果の公表及び文部科学大臣への報告の前に認証評 ○ 短期大学認証評価に関する規程において以下の通り規定している。
価の結果に係る大学からの意見の申立ての機会を付与しているこ
と。 第２章 短期大学認証評価

第10条第５項 短期大学評価委員会委員長は、短期大学認証評価結果（案）の完成にあ
たり、その原案について、当該評価申請短期大学から意見を聴取する。
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４．認証評価を適確かつ円滑に行うに必要な経理的基礎を有する法 ○ 文部大臣（当時）より設立許可された財団法人である。
人（人格のない社団又は財団で代表者又は管理人の定めのあるも 昨年度末の資産は約３６億円、昨年度の事業規模は約１億８千万円である。また、負
のを含む ）であること。 債の合計額が資産の合計額を超えていない。さらに、支払不能に陥っている事実もな。

い。
なお、経理的基礎に関し、公益法人の指導監督基準に照らし特段の問題はない。

５．文部科学大臣により認証を取り消され、その取消しの日から二 ○ これまで、認証を取り消された事実はない。
年を経過しない法人でないこと。

６．その他認証評 （１）学校教育法施行規則第七十一条の五第一 ○ 財団法人大学基準協会情報開示に関する内規において、
価の公正かつ適 項第一号から第八号までに規定する事項（名 「第３条 本協会は、以下の事項について、刊行物やインターネット等の媒体を通じ、
確な実施に支障 称及び事務所の所在地、役員の氏名、評価の 適切な方法で情報の開示を行うものとする。
を及ぼすおそれ 対象、大学評価基準及び評価方法、評価の実 一、 本協会の組織等に関連する事項
がないこと。 施体制、評価の結果の公表の方法、評価の周 二、 本協会の事業内容等に関連する事項

期、評価に係る手数料の額）を公表すること ｅ．第三者評価に関連する事項（評価の対象、評価基準及び評価項目、評価の実施
としていること。 体制、評価方法・スケジュール、評価の周期、評価結果の公表方法、評価費用、

評価結果、その他 」）
と規定している。

○ なお、名称及び事務所の所在地は、公表されている寄附行為において規定している。

（２）大学から認証評価を行うことを求められ ○ 短期大学認証評価に関する規程細則第１条において「短期大学認証評価の申し込みが
たときは、正当な理由がある場合を除き、遅 あったときは、会長は、直ちに短期大学評価委員会の委員長に評価を委嘱するものとす
滞なく、当該認証評価を行うこととしている る」と規定している。
こと。

（３）大学の教育研究活動等の評価の実績があ ○ 四年制大学の機関別認証評価機関として平成16年度から認証評価活動を開始してお
ることその他により認証評価を公正かつ適確 り、16年度34大学、17年度25大学の認証評価を行った。18年度については、47大学から
に実施することが見込まれること。 の申請に基づき、現在認証評価を行っているところである。

○ なお、平成８年度から自己点検・評価を基礎とした評価を実施しているが、評価を受
けた大学は延べ307大学である。

７．評価結果 ○ 財団法人大学基準協会情報開示に関する内規において以下の通り規定している。
評価結果の公表は、刊行物への掲載、インターネットの利用その

他広く周知を図ることができる方法によって行うものとする。 第３条 本協会は、以下の事項について、刊行物やインターネット等の媒体を通じ、適
切な方法で情報の開示を行うものとする。
二、本協会の事業内容等に関連する事項

ｅ．第三者評価に関連する事項（評価の対象、評価基準及び評価項目、評価の実
施体制、評価方法・スケジュール、評価の周期、評価結果の公表方法、評価費
用、評価結果、その他）
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⑤ 第三者評価に関連する事項（評価の対象、評価基準及び評価項目、評価の実施
体制、評価方法・スケジュール、評価の周期、評価結果の公表方法、評価費用、
評価結果、その他）

○ 短期大学認証評価に関する規程において以下の通り規定している。

第３章 評価結果の公表
第15条 会長は、短期大学認証評価結果を基に短期大学認証評価結果報告書をとりまと

める。
２ 前項の短期大学認証評価結果報告書は、文部科学大臣に報告するとともに、刊行
物やインターネット等の適切な方法で社会に公表する。


